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ファンド情報提供資料
（データ基準日：2026年6月30日）

追加型投信／内外／株式

サイバーセキュリティ株式オープン
（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

・本資料では、「サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）」を総称して「サイバーセキュリティ株式オープン」または「当ファンド」、各々を「各ファ
ンド」ということがあります。・本資料は、当ファンドをご理解いただくために運用状況を説明したものです。このため、ファンドの商品性、リスク、お申込みメモなどについては最新
の投資信託説明書（交付目論見書）をご確認いただく必要があります。販売会社によっては、一部のファンドのみの取扱いとなる場合があります。 ・本資料はヴォヤ・インベスト
メント・マネジメント・カンパニー・エルエルシーの資料・コメントをもとに作成しています。

ＡＩと共に進展するサイバーセキュリティ

+250％

前四半期 直近四半期2026年Q1 2026年Q2 2026年Q3

～30社
100社超

300社超

ＡＩと共に進展するサイバーセキュリティ

ＡＩの活用拡大に伴い、ＡＩの悪用による情報漏えい、不正操作など新たなセキュリティリスクへの対応の重要性が高まっ
ています。ＡＩを安全に利用するためのセキュリティ基盤の整備が急がれる中、サイバーセキュリティ関連企業はＡＩ向けの
セキュリティ機能やサービスを拡充しており、ＡＩの普及とともにその役割や存在感を高めていると考えられます。

■上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

（出所）各社資料・報道資料、Bloombergのデータをもとに三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
上記は2026年6月末時点の組入上位銘柄のＡＩ関連の取り組み動向を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘
柄を組み入れることを保証するものではありません。・組入比率はマザーファンドの純資産総額に対する割合であり、2026年6月末時点のものです。・業種は、GICS（世界産業
分類基準）で分類しています。・売上高(予想売上高含む）は各銘柄の会計年度ごとに記載しています。・予想売上高は、2026年7月2日時点のBloomberg予想値です。

✓強み 企業全体をサイバー攻撃から守る
ネットワーク、クラウド、セキュリティ運用を統合したプラット
フォームを提供する大手サイバーセキュリティ企業。企業
のセキュリティ環境を包括的に保護する幅広い製品群を
強みとする。

組入比率：9.6％

✓強み パソコンやサーバーを攻撃から守る
クラウド型セキュリティプラットフォーム「Falcon」を展開する
大手サイバーセキュリティ企業。脅威情報の収集・分析か
ら攻撃の検知、対応までを一貫して提供することを強み
とする。

クラウドストライク・ホールディングス 組入比率：7.9％

株価・売上高の推移

当ファンドの組入上位（2026年6月末時点）4銘柄のＡＩ関連の取り組み動向

国・地域：アメリカ 業種：ソフトウェア・サービス 国・地域：アメリカ 業種：ソフトウェア・サービス

（期間）株価： 2020年12月31日～2026年6月30日
売上高：2021年度～2028年度（2026年度以降は予想)

（期間）株価： 2020年12月31日～2026年6月30日
売上高：2021年度～2028年度（2027年度以降は予想)
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Prisma AIRSの顧客数※

パロアルトネットワークス

✓足元の動向
2025年に買収したProtect ＡＩ社の技術を活用し、ＡＩセキュ
リティプラットフォーム「Prisma AIRS 2.0」を発表。ＡＩモデル
やＡＩエージェントに対する検査・脆弱性検証から、本番環
境での監視・保護までを提供している。

✓足元の動向
2025年にＡＩセキュリティ企業Pangeaを買収し、その技術
をFalconプラットフォームに統合。同年12月に業界初の統
合型ＡＩ検知・対応サービス「Falcon AIDR（AI Detection
and Response）」の提供を開始し、ＡＩへの不正な指示（プロ
ンプトインジェクション）や、ＡＩエージェントを悪用した攻撃へ
の対応機能を展開している。

（出所）パロアルトネットワークス「四半期報告書（2026年第3四半期）」のデータをもとに

三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成 ※Prisma AIRSを含む契約の受注顧客数ベース

AIDR年間経常収益の推移

株価・売上高の推移

（出所）クラウドストライク・ホールディングス「Financial Results Q1 FY2027」のデータ

をもとに三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成 ※図はイメージです

0

30

60

90

120

0

50

100

150

200

'20年12月 '22年12月 '24年12月 '26年12月 '28年12月

売上高（億米ドル）【右軸】

予想売上高（億米ドル）【右軸】

株価（米ドル）【左軸】



Fund Report ／ファンドレポート

サイバーセキュリティ株式オープン

※【本資料に関するご注意事項等】の内容を必ずご覧ください。 2/7

売上高成長率 売上高

（前年同期比） 予想対比

1 ﾊﾟﾛｱﾙﾄﾈｯﾄﾜｰｸｽ 9.6% +31.1% 上振れ

2 ﾌﾞﾗｯｸﾍﾞﾘｰ 8.1% +25.6% 上振れ

3 ｸﾗｳﾄﾞｽﾄﾗｲｸ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 7.9% +25.6% 上振れ

4 ﾌｫｰﾃｨﾈｯﾄ 5.4% +20.1% 上振れ

5 ｸﾗｳﾄﾞﾌﾚｱ 5.3% +33.5% 上振れ

6 ﾙｰﾌﾞﾘｯｸ 4.6% +39.0% 上振れ

7 ﾃﾞｰﾀﾄﾞｯｸﾞ 4.3% +32.2% 上振れ

8 ﾌﾞﾛｰﾄﾞｺﾑ 4.2% +47.9% 上振れ

9 ｼｽｺｼｽﾃﾑｽﾞ 4.1% +12.0% 上振れ

10 ｵｸﾀ 4.0% +11.2% 上振れ

銘柄名
組入
順位

組入比率

直近四半期の決算では堅調な企業業績が確認されました。マザーファンド組入上位10銘柄のすべて、また組入銘柄全体
のうち約9割の企業において、売上高成長率（前年同期比）は市場予想を上回りました。背景には生成ＡＩやＡＩエージェントの
活用拡大に伴い、ＡＩを安全に利用するためのセキュリティ基盤の整備需要の高まり等が追い風となった可能性があります。
サイバーセキュリティ関連企業は、ＡＩの普及拡大がもたらす新たな成長機会を取り込んでいると考えられます。

当ファンド組入銘柄の堅調な企業業績

組入銘柄全体（43銘柄）で
みると・・・

（出所）Bloombergのデータをもとに三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
・組入銘柄・組入比率は、2026年6月末時点のものです。売上高成長率（前年同期比）と売上高予想（Bloomberg予想）対比は、2026年7月2日に

Bloombergより取得したもので、銘柄毎に会計年度が異なります。一部企業はデータ取得不可のため「データなし」としています。
・上記は当ファンドのご理解を深めていただくために組入銘柄を紹介したもので、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘柄

を組み入れることを保証するものではありません。

マザーファンド 組入銘柄
直近四半期の決算動向（売上高）

■上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

データなし

2% 下振れ

7%

上振れ

91%

組入比率：5.4％ブラックベリー 組入比率：8.1％

国・地域：アメリカ 業種：ソフトウェア・サービス

フォーティネット

国・地域：カナダ 業種：ソフトウェア・サービス

✓強み ネットワークへの侵入を防ぐ
ファイアウォール（外部からの不正アクセスを防ぐ製品）を主
力とするサイバーセキュリティ企業。ネットワークとセキュリティ
の統合プラットフォームを展開し、幅広い製品群を強みとする。

✓強み 自動車やロボットを安全に動かす
車載・組込み向けOS「QNX」と、政府・防衛機関向けの機
密通信ソリューションを主力とするソフトウェア企業。高い安
全性・信頼性が求められる領域で強固な基盤を提供する。

✓足元の動向
2026年6月、エージェント型ＡＩを搭載したクラウド型のセキュリ
ティ運用プラットフォーム「FortiSOC」を発表。脅威の検知から
分析、対応までを単一のプラットフォームに統合し、
ＡＩエージェントによるセキュリティ運用の自動化を支援する。

✓足元の動向
2026年4月、車載・組込み向けOS「QNX」を通じてエヌビディ
アとの連携を拡大。ＡＩの活用が拡大する中、ロボティクスや
医療、産業システムなど、安全性が重視される領域での
協業を広げ、組込みソフトウェア需要の取り込みをめざす。

（期間）株価： 2020年12月31日～2026年6月30日
売上高：2021年度～2028年度（2026年度以降は予想)

株価・売上高の推移

（期間）株価： 2020年12月31日～2026年6月30日
売上高：2021年度～2028年度（2027年度以降は予想)

株価・売上高の推移
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（出所）各社資料・報道資料、Bloombergのデータをもとに三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
上記は2026年6月末時点の組入上位銘柄のＡＩ関連の取り組み動向を紹介したものです。したがって、個別銘柄の推奨を目的とするものではなく、当ファンドにおいて上記銘
柄を組み入れることを保証するものではありません。・組入比率はマザーファンドの純資産総額に対する割合であり、2026年6月末時点のものです。・業種は、GICS（世界産業
分類基準）で分類しています。・売上高(予想売上高含む）は各銘柄の会計年度ごとに記載しています。・予想売上高は、2026年7月2日時点のBloomberg予想値です。
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■上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

（出所）各種報道資料をもとに三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
記載企業の一部は非上場または当ファンドの組入銘柄に含まれていない場合があります。上記は概要でありすべてを網羅するものではありません。

今後も成長が期待されるサイバーセキュリティ市場

直近の株価上昇で高値感が意識されるサイバーセキュリティ関連株式ですが、ＡＩ活用の拡大に伴う新たなセキュリティリ
スクへの対応が求められる中、企業の投資需要は強まっていると考えられます。世界のサイバーセキュリティ売上高は
今後も増加が見込まれており、当ファンド組入銘柄の利益成長率も、市場全体の動きを示す参考指標である世界株式を
上回る見通しです。ＡＩ活用の拡大に伴い生まれる新たな需要の取り込みが、関連企業の中長期的な業績成長を後押し
すると期待されます。

【ご参考】 予想1株当たり利益（ＥＰＳ）成長率

（出所）Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇのデータをもとに三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
・上記は2026年7月2日時点のBloomberg予想をもとに算出しています。
・マザーファンドについては、各組入銘柄の予想値を2026年6月末基準の
組入比率で加重平均しています。赤字企業は除外しています。

・上記は指数（米ドルベース）を使用しています。指数は、市況推移の参考として
掲載しており、当ファンドおよびマザーファンドのベンチマークではなく、当ファンドお
よびマザーファンドの運用実績を示すものではありません。
・指数については【本資料で使用している指数について】をご覧ください。

世界のサイバーセキュリティ売上高

（出所）statistaのデータをもとに三菱ＵＦＪアセットマネジメント作成
（期間）2020年～2030年（2025年以降予測値）、年次
・2025年12月時点
・金額はサイバーソリューション、セキュリティサービスの売上高の合計

（年）
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1 ＡＩ利用の拡大と
セキュリティ需要の高まり

フェイブル5の全世界提供再開により、
企業のＡＩ活用が加速すれば、ＡＩを狙う
新たな攻撃領域が拡大し、ＡＩセキュリ
ティ需要は高まると考えられます。

2 「ＡＩの安全な利用」を支える
枠組みづくり

ＡＩ 開発企業・サイバーセキュリティ企
業・政府の三者連携が進む中、ＡＩの安
全な活用を支える枠組みの構築が進む
可能性があります。

3 政府・重要インフラ分野での活用拡大

ミトス5が米国の重要インフラ組織向けに
提供されるなど、政府・重要インフラ分野
でのＡＩ活用が拡大すると考えられます。

アンソロピックの輸出規制解除のポイントＣｏｌｕｍｎ

アンソロピックは2026年6月12日、米政府から国家安全保障上の権限に基づく輸出管理指令を受け、最新モデル

「クロードミトス5」（ミトス5）と「クロードフェイブル5」（フェイブル5）へのアクセスを停止しました。その後、米政府の承認を

受け、6月26日には重要インフラの運用・防御に関わる米国の企業・政府機関向けにミトス5の提供が再開され、

6月30日には両モデルの輸出規制も解除されました。

アンソロピックが

フェイブル5とミトス5

を発表

米政府が両モデルを輸

出規制の対象に

両モデルへの全世界アク

セス即日停止

両モデルの

輸出規制解除

6月9日 6月12日

フェイブル5

全世界で提供再開

6月30日 7月1日

重要インフラの運用・防

御に関わる米国の企業・

政府機関限定でミトス5

の提供再開

6月26日

今後のポイント

① ＡＩ利用の拡大とセキュリティ需要の高まり

フェイブル5の全世界提供再開により、企業のＡＩ活用が加速すれば、ＡＩを狙う新たな攻撃領域が拡大し、ＡＩセキュリティ

需要は高まると考えられます。

② 「ＡＩの安全な利用」を支える枠組みづくり

ＡＩ 開発企業・サイバーセキュリティ企業・政府の三者連携が進む中、ＡＩの安全な活用を支える枠組みの構築が進む

可能性があります。

③ 政府・重要インフラ分野での活用拡大

ミトス5が米国の重要インフラ組織向けに提供されるなど、政府・重要インフラ分野でのＡＩ活用が拡大すると考えられます。
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・ 基準価額は、1万口当たりで運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。
・ 信託報酬率は、後記の「ファンドの費用」に記載しています。
・ 「為替ヘッジあり」「為替ヘッジなし」は、掲載期間内においては分配金をお支払いしていません。
・ 上記は、過去の実績・状況であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、税金・手数料等を考慮し

ておりません。

設定来の基準価額等の推移

為替ヘッジあり 為替ヘッジなし

（期間：2017年7月13日～2026年6月30日）（期間：2017年7月13日～2026年6月30日）

【本資料で使用している指数について】
■世界株式：ＭＳＣＩ オール・カントリー・ワールド・インデックス
指数に対する著作権およびその他知的財産権はすべてＭＳＣＩ Ｉｎｃ.に帰属します。

【GICS（世界産業分類基準）について】
Global Industry Classification Standard（“GICS”）は、MSCI Inc.とS&P（Standard & Poor’s）が開発した業種分類です。GICSに関する知的財産所有権は
MSCI Inc.およびS&Pに帰属します。
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ファンドの目的・特色

ファンドの費用

ファンドの目的

ファンドの特色

為替ヘッジを行う場合で円金利がヘッジ対象通貨の金利より低いときには、これらの金利差相当分のヘッジコストがかかることにご留意ください。
ただし、為替市場の状況によっては、金利差相当分以上のヘッジコストとなる場合があります。

基準価額の変動要因：基準価額は、株式市場の相場変動による組入株式の価格変動、為替相場の変動等により上下します。また、

組入有価証券等の発行者等の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の影響を受けます。これらの運用により信託財産に生じた

損益はすべて投資者のみなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により

損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。投資信託は預貯金と異なります。主な変動要因は、価格変動リスク、特定のテーマに沿った銘

柄に投資するリスク、為替変動リスク、信用リスク、流動性リスク、カントリー・リスクです。上記は主なリスクであり、これらに限定されるものではあり

ません。くわしくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■ 購入時
［購入時手数料］ 購入価額に対して、上限3.30％（税抜 3.00％） 販売会社が定めます。くわしくは、販売会社にご確認ください。

■ 換金時
［信託財産留保額］ ありません。

■ 保有期間中
［運用管理費用（信託報酬）］ 日々の純資産総額に対して、年率1.870％（税抜 年率1.700％）をかけた額 
［その他の費用・手数料］ 以下の費用・手数料についてもファンドが負担します。 ・監査法人に支払われるファンドの監査費用 ・有価
証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料 ・有価証券等を海外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる
費用 ・その他信託事務の処理にかかる諸費用 等
※上記の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

※ 運用管理費用（信託報酬）および監査費用は、日々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。毎計算期間の6ヵ月終了時、毎決算時または
償還時にファンドから支払われます。

※ ファンドの費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載することはできません。なお、
ファンドが負担する費用（手数料等）の支払い実績は、交付運用報告書に開示されていますのでご参照ください。

投資リスク
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・商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。 ・商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。

販売会社情報一覧表 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで （2026年6月30日時点）

商号
日本証券

業協会

一般社団

法人

資産運用

業協会

一般社団

法人

金融先物

取引業

協会

一般社団

法人

第二種金

融商品取

引業協会

一般社団

法人

日本ＳＴＯ

協会

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

株式会社あいち銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○ ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○

阿波証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第1号 ○

株式会社イオン銀行（委託金融商品取引業者　マネック

ス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

今村証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第3号 ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ ○

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　株式

会社ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行（委託金融商品取引業者　マ

ネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社大分銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 九州財務局長（登金）第1号 ○

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第169号 ○

岡地証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第5号 ○ ○

おかやま信用金庫（為替ヘッジありはインターネット専

用）

登録金融機関 中国財務局長（登金）第19号 ○

おきぎん証券株式会社 金融商品取引業者 沖縄総合事務局長（金商）第1号 ○

株式会社沖縄海邦銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 沖縄総合事務局長（登金）第3号 ○

株式会社鹿児島銀行（委託金融商品取引業者　九州Ｆ

Ｇ証券株式会社）

登録金融機関 九州財務局長（登金）第2号 ○

九州ＦＧ証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○

極東証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第65号 ○ ○

ぐんぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2938号 ○

株式会社京葉銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第56号 ○

寿証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第7号 ○

篠山証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第16号 ○

株式会社三十三銀行（インターネット専用）（※） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第16号 ○

ＧＭＯクリック証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第77号 ○ ○ ○

株式会社滋賀銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第11号 ○ ○

株式会社静岡中央銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第15号 ○

静岡東海証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第8号 ○

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第37号 ○

十六ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第188号 ○

株式会社常陽銀行（委託金融商品取引業者　めぶき証

券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○

新大垣証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第11号 ○

株式会社スマートプラス（為替ヘッジなしのみ取扱） 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3031号 ○ ○ ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ ○ ○ ○

ＣＨＥＥＲ証券株式会社（為替ヘッジなしのみ取扱） 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3299号 ○ ○

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 ○

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第6号 ○ ○

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第44号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ ○ ○

株式会社東京スター銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第579号 ○ ○

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○

とちぎんＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第32号 ○

株式会社トマト銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第11号 ○

株式会社富山第一銀行 登録金融機関 北陸財務局長（登金）第7号 ○

内藤証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第24号 ○ ○

南都まほろば証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第25号 ○

西日本シティＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ ○ ○ ○

八十二証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○

株式会社八十二長野銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

株式会社八十二長野銀行（委託金融商品取引業者　八

十二証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○ ○

浜銀ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1977号 ○

ファンド名称：サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

登録番号等
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・商号欄に＊の表示がある場合は取次販売会社です。 ・商号欄に（※）の表示がある場合は新規申込のお取扱いを中止しております。

販売会社情報一覧表 投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は下記の販売会社まで （2026年6月30日時点）

商号
日本証券

業協会

一般社団

法人

資産運用

業協会

一般社団

法人

金融先物

取引業

協会

一般社団

法人

第二種金

融商品取

引業協会

一般社団

法人

日本ＳＴＯ

協会

株式会社肥後銀行（委託金融商品取引業者　九州ＦＧ

証券株式会社）

登録金融機関 九州財務局長（登金）第3号 ○

株式会社百五銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

広田証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第33号 ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

ＰａｙＰａｙ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2883号 ○

ほくほくＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第24号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

松阪証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第19号 ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

丸八証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第20号 ○

三田証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第175号 ○

三井住友信託銀行株式会社（為替ヘッジなしのみ取

扱）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（委託金融商品取引業者　三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ　ｅスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○ ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

株式会社宮崎銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第5号 ○

ｍｏｏｍｏｏ証券株式会社（為替ヘッジなしのみ取扱） 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3335号 ○ ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

株式会社武蔵野銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第38号 ○

めぶき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1771号 ○

株式会社横浜銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第36号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第199号 ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

大川信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第19号

岐阜信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第35号 ○

呉信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 中国財務局長（登金）第25号

神戸信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第56号

湖東信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第57号

埼玉縣信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第202号 ○

高松信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 四国財務局長（登金）第20号

豊田信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第55号 ○

新潟信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第249号

西尾信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第58号 ○

富士宮信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第65号

ファンド名称：サイバーセキュリティ株式オープン（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

登録番号等

株式会社肥後銀行（委託金融商品取引業者　九州ＦＧ

証券株式会社）

登録金融機関 九州財務局長（登金）第3号 ○

株式会社百五銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第10号 ○ ○

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○

株式会社百十四銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第5号 ○ ○

ひろぎん証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第20号 ○

広田証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第33号 ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

ＰａｙＰａｙ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2883号 ○

ほくほくＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第24号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

松阪証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第19号 ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○ ○

丸八証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第20号 ○

三田証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第175号 ○

三井住友信託銀行株式会社（為替ヘッジなしのみ取

扱）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（委託金融商品取引業者　三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ　ｅスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ ○ ○

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ ○ ○ ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第181号 ○ ○

株式会社宮崎銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第5号 ○

ｍｏｏｍｏｏ証券株式会社（為替ヘッジなしのみ取扱） 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3335号 ○ ○

むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第105号 ○ ○

株式会社武蔵野銀行（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第38号 ○

めぶき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1771号 ○

株式会社横浜銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第36号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第199号 ○

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○

大川信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第19号

岐阜信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第35号 ○

呉信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 中国財務局長（登金）第25号

神戸信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第56号

湖東信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第57号

埼玉縣信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第202号 ○

高松信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 四国財務局長（登金）第20号

豊田信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第55号 ○

新潟信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第249号

西尾信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第58号 ○

富士宮信用金庫 *（為替ヘッジなしのみ取扱） 登録金融機関 東海財務局長（登金）第65号

◼ 本資料は三菱ＵＦＪアセットマネジメントが作成した情報提供資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。投資信託をご購入の場合
は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

◼ 本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

◼ 本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

◼ 投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録
金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。

◼ 投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

本資料に関するご注意事項等

設定・運用は
三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号、加入協会：一般社団法人資産運用業協会


